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​１　物価対策​

​市民の消費生活の安定と向上を確保するためには、消費者の利益擁護や意識づくりとと​

​もに、物価の安定と日用品の安定的な供給が必要である｡​

​このため、札幌市においては、主要な食料品･日用品などの価格や需給動向の実態調査あ​

​るいは各種情報の収集、また関係業界への協力要請、さらに市民への情報提供などの物価​

​対策を実施している｡​

​⑴　消費者物価の概況​

​①　全国の動向　総務省統計局「202５年（令和７年）平均消費者物価指数の動向」より​

​年​ ​動向​

​平成28年​ ​８月下旬の北海道への台風上陸、9月の東北地方や関東地方の長雨などの天候不順に​

​より生鮮野菜が上昇した一方で、電気代、ガソリン代などが引き続き下落した影響​

​で、総合指数は0.1％の下落となった。​

​平成29年​ ​総合指数は平成27年を100として、100.4となり、前年に比べて0.5％の上昇と、２年​

​ぶりに上昇した。​

​平成30年​ ​原油価格上昇によるガソリン、電気代などの上昇、夏の高温・少雨などによる生鮮​

​野菜の上昇、４月の診療報酬改定や８月の高額療養費の負担上限額引き上げによる診​

​療代の上昇などにより、総合指数は1.0%の上昇となった。​

​令和元年​ ​10月に消費税率が8％から10％に改定されたほか、生鮮食品を除く食料、エネルギー​

​などが上昇した一方で、10月から幼児教育・保育無償化が導入されたことによる幼稚​

​園保育料及び保育所保育料の下落した影響で、総合指数は0.5％の上昇となった。​

​令和２年​ ​食料、住居、教養娯楽用品が上昇した一方で、水道・高熱、交通・通信（ガソリン​

​など）、教育（幼稚園保育料など）、教養娯楽サービス（宿泊料など）、諸雑費（保​

​育園保育料など）が下落したため、総合指標は前年と同水準であった。​

​令和３年​ ​大手通信事業者各社からスマートフォン向けの低廉な料金プランの提供開始による​

​通​​信​​料​​が​​下​​落​​し​​た​​一​​方​​で、​​原​​油​​価​​格​​の​​上​​昇​​に​​よ​​る​​ガ​​ソ​​リ​​ン、​​灯​​油​​等​​の​​上​​昇、​​「​​Go​ ​To​

​トラベル事業」の反動による宿泊料の上昇などにより、総合指標は0.3％の上昇となっ​

​た。​

​令和４年​ ​ウクライナ情勢などによる原油価格の上昇や国際的な原材料価格の上昇、円安を背​

​景に、エネルギー価格や生鮮食品を除く食料価格の上昇、10月から「全国旅行支援」​

​による宿泊料の下落があったものの、総合指標は2.5％の上昇となった。​

​令和５年​ ​原材料価格や輸送費の上昇による生鮮食品を除く食料の上昇、原材料価格の上昇や​

​需要回復などによるサービスの上昇、資源価格の下落や「電気・ガス価格激変緩和対​

​策事業」によるエネルギーの下落があったものの、総合指標は3.2％上昇した。​

​令和６年​ ​原材料価格の高騰や、食料品・日用品等の値上がりが続いたほか、電気・ガス代の​

​補助金終了及びガソリン補助金の縮小に伴う燃料油価格高騰もあり、総合指標は2.7％​

​上昇した。​

​令和７年​ ​「高校生等臨時支援金」による高等学校授業料が下落した一方で、前年に引き続き​

​食料の原材料価格及び需給の引き締まり等の理由により米類の価格が上昇し、総合指​

​標は3.2％上昇した。​
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​②　札幌市の動向​

​　総務省統計局が毎年作成している令和２年を100とした場合の消費者物価指数による​

​と、全国の令和７年の消費者物価指数は前年比3.2％の上昇であった。​

​　札幌市は、「食料」「被服及び履物」「交通・通信」等多くの項目で上昇したことか​

​ら、総合で前年比3.1%の上昇となった。​

​■消費者物価指数（全国）　令和２年（2020年）=100とする​
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​総​

​合​

​指数​ ​98.1​ ​98.6​ ​99.5​ ​100.0​ ​100.0​ ​99.8​ ​102.3​ ​105.6​ ​108.5​ ​111.9​

​前年比(%）​ ​-0.1​ ​0.5​ ​1.0​ ​0.5​ ​0.0​ ​-0.2​ ​2.5​ ​3.2​ ​2.7​ ​3.2​

​　​​注）前年比は各基準年の公表値による​

​■消費者物価指数（札幌市）　令和２年（2020年）=100とする​
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​2023​
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​2024​
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​2025​

​総​

​合​

​指数​ ​97.2​ ​98.2​ ​99.8​ ​100.3​ ​100.0​ ​99.9​ ​102.9​ ​106.8​ ​109.9​ ​113.4​

​前年比(%）​ ​-0.5​ ​1.1​ ​1.5​ ​0.6​ ​-0.3​ ​-0.1​ ​3.1​ ​3.7​ ​2.9​ ​3.1​

​　​​注）前年比は各基準年の公表値による​

​⑵　物価安定対策​

​①　生活用品等の価格及び需給動向の調査･監視​

​＜札幌市消費生活条例第25条に基づく調査＞​

​●​ ​生活関連商品小売価格調査(生鮮食品、加工食品、日用品)​

​●​ ​石油製品小売価格調査（令和６年度からは灯油のみ実施）​

​●​ ​年末年始における生活関連商品の需給動向・価格見直しに関する調査(生鮮食品、​

​石油製品（ ※令和６年度からは灯油のみ)）​

​＜他機関との情報共有＞​

​●​ ​北海道地域灯油意見交換会​

​②　消費者への情報提供​

​　ホームページ、消費者センター展示コーナー及び報道機関への情報提供などにより消​

​費者への情報提供を行っている。​

​③　要望活動等​

​　「令和８年度札幌市重点要望」の要望事項として「石油製品の価格安定と安定供給確​

​保」を盛り込み、６月に国の関係機関等に直接要望活動を実施。​
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​２　生活関連商品の価格調査​

​　物価安定対策の一環として、札幌市消費生活条例第25条に基づき、生活関連商品につい​

​て定期的に価格調査を実施している。​

​■　調査の概要​

​　毎月、市内の販売店等を対象に電話聴取や現地調査等による価格調査を行い、価格情報​

​を把握している｡​

​　さらに、こうして得られた情報をはじめ、物価や生活用品等の需給に関する情報を迅速​

​に消費者に提供している｡​

​①　調査品目​

​　市民生活に関連の深い生活関連用品のうち、灯油、食料品29品目、日用品５品目を毎​

​月定期的に調査｡​

​　なお、食料品29品目、日用品５品目については、平成22年度に行われた事業仕分けの​

​結果を受けて調査を休止していたが、消費税率及び地方消費税率の引き上げに伴い、平​

​成26年度に再開。また、令和元年10月１日に消費税率が10％に引き上げられたことか​

​ら、引き続き同調査を継続して実施している。​

​②　調査店舗​

​(ｱ)　灯油​

​店舗の立地状況等を勘案し、市内のガソリンスタンドと燃料店合計100店舗を調​

​査対象として、灯油（多量配達・18㍑店頭・18㍑配達）の小売価格調査を実施し​

​た。​

​(ｲ)　食料品及び日用品​

​店舗形態や店舗の立地状況等を勘案して、系列店や一般小売店などを対象に、全​

​市で30店舗を調査対象店舗とした。​

​③　調査方法​

​(ｱ)　灯油​

​毎月10日に販売店に電話にて、実際に販売している価格を聴き取り調査した。​

​(ｲ)　食料品及び日用品​

​毎月上旬に直接店舗を巡回し、実際に販売している小売価格を調査した。​

​●調査品目別平均価格は資料編39～40ページに掲載​
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​３　石油製品の価格調査​

​　石油製品の価格及び需給動向の調査監視を行うほか、物価環境に応じて必要かつ適切な​

​諸施策を推進している｡令和６年度以降は石油製品の中でも、積雪寒冷地である札幌市にお​

​ける生活においてとりわけ重要と考えられる灯油に対象を絞って、価格の調査及び市民へ​

​の情報提供を行っている。​

​⑴　​​灯油の価格推移​

​■​​多量配達１㍑・消費税込み​

​最高値​ ​1㍑130.99円​ ​令和７年４月10日調査​

​最安値​ ​1㍑125.53円​ ​令和７年６月10日調査​

​平均​ ​1㍑126.85円​ ​令和７年度​

​⑵　家庭用灯油に関する対応​

​　家庭用灯油は、積雪寒冷地に生活する市民にとって極めて重要な生活物資であること​

​から、定期的に調査･監視し、需給及び価格の安定に努めている｡​

​　調査･監視で得られた情報は本市の広報手段を通じ、広く市民に提供するとともに、報​

​道機関にも協力要請している｡価格の安定については、必要に応じて国･流通業界･団体な​

​どへ要請を行っている。​

​●石油製品価格に関する統計は資料編40ページに掲載​
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​４　年末年始の物価対策​

​年末年始には生活関連商品の需要が増大することから、生活関連商品に関係する事業者​

​及び業界団体計７団体の協力を得て、年末年始における各商品の需給動向及び価格動向に​

​関する調査を行った。​

​その結果については、ホームページ及び報道機関を通じて消費者に情報提供した（令和​

​７年12月19日付けプレスリリース）。​

​⑴　協力を得た事業者及び業界団体​

​① 札幌みらい中央青果株式会社​ ​⑤ ホクレン農業協同組合連合会​

​② カネシメ髙橋水産株式会社​ ​⑥ 北海道製麺協同組合​

​③ 札幌食肉卸業協会​ ​⑦ 日糧製パン株式会社​

​④ 札幌地方石油業協同組合​

​⑵　調査時期​

​　令和７年11月下旬​

​⑶　概要​

​①　青果物​

​　調査対象の17品目中、前年と比べ安値１品目、やや安値５品目、前年並み３品目、や​

​や高値３品目、高値５品目となった。天候の影響による出荷量の減少によりやや高値～​

​高値の品目が多い傾向にある。​

​②　水産物​

​　調査対象の14品目中、前年と比べ前年並み１品目、やや高値７品目、高値６品目と​

​なった。円安や不漁の影響によりほとんどの品目についてやや高値～高値の傾向となっ​

​ている。​

​③　畜産物​

​　調査対象の８品目中、前年と比べ前年並み１品目、やや高値３品目、高値４品目と​

​なった。国産豚肉は昨年に続き価格相場が北海道内における過去最高水準を更新、鶏肉​

​は国産・輸入ともに高値で推移している。​

​④　その他食料品​

​　調査対象の７品目中、前年と比べ前年並み１品目、やや高値４品目、高値２品目と​

​なった。人件費及び原材料費の高騰によりやや高値の品目が多い傾向にある。​

​⑤　灯油​

​　やや高値の見込み。​

​●年末年始の生活関連商品に関する一覧表は資料編41ページに掲載​
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